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第３回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

 

平成２８年９月７日提出 

 

Ⅰ 件数  ４９件 

【内訳】議案 ４６件（条例関係 １４件、決算関係 １６件、予算関係 １０件、 
その他 ６件） 

    報告  ３件（平成２７年度一般会計継続費精算の報告等） 
 

Ⅱ 議案の要旨  

≪条例関係≫ 

議案第107号 
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

南相馬市埴谷・島尾記念文学資料館に、特別職で非常勤の館長を配置するため、

必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  報酬及び費用弁償（第４条及び別表関係） 

区 分 報 酬 費用弁償 

文学資料館長 日額 １０，０００円 

特別職の職員が勤務のためその者

の住所地と勤務公署との間を交通

機関等を利用するときは、それに

要する費用を費用弁償として旅費

を支給する。 

２ 施行日 平成２８年１０月１日 

 

 

議案第108号 南相馬市税条例等の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

平成２８年度の地方税法の改正に伴い、地域決定型地方税制特例措置（わがま

ち特例）に関する規定を追加するほか、必要な改正を行うもの。 
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【主な内容】 

１ 改正概要 

（１）延滞金の計算期間の見直し（第１９条関係） 

最高裁判決（平成２６年１２月１２日）を踏まえ、申告をした後に減額

更正がされ、その後更に増額更正又は修正申告があった場合における延滞

金について、次の措置を講ずることとされた。 

   ① 内容 

増額更正等により納付すべき税額（その申告により納付すべき税額のう

ち、減額更正前に納付がされた部分に限る。）について、その申告により納

付すべき税額の納付日から増額更正等までの間（減額更正が納税者からの

更正の請求に基づきされたものである場合にあっては、その減額更正がさ

れた日から１年を経過する日までの期間は除く。）は、延滞金を課さないも

の。 

   ② 施行日 平成２９年１月１日 

 

 （２）医療費控除の特例の創設（附則第６条関係） 

   ① 内容 

     地方税において、医療用から転用された医薬品（スイッチOTC医薬品）

について所得控除制度が創設されたことに伴い、個人が平成２９年１月１

日から平成３３年１２月３１日までの間に、１年間のスイッチOTC医薬品

の購入額が合計１万２千円を超えるとき、その超える金額について、その

年分の総所得金額から控除するもの。 

     なお、この控除の適用を受ける場合には、現行の医療費控除（所得金額

の５％（その金額が１０万円を超える場合は１０万円））の適用を受けるこ

とはできない。 

   ② 施行日 平成３０年１月１日 

 

 （３）地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）の導入（附則第１０条の２

関係） 

   ① 内容 

     固定資産税において、再生可能エネルギー発電設備は、早期の導入促進、

普及拡大を図るため、地方税法において平成２４年度から課税標準の特例

措置として課税初年度から３年間の課税標準額を２/３とする規定が創設

され、平成２８年度の税制改正において地域決定型地方税制特例措置（わ

がまち特例）に移行されたことに伴い、市への申告分については、市税条

例で特例措置を規定することが可能となった。 
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     市は、再生可能エネルギー導入促進を図るため、課税標準額（国の参酌

割合と同様とするもの）を次のように定めるもの。 

区 分 課税標準割合 

太陽光発電設備 ２/３ 

風力発電設備 ２/３ 

中小水力発電設備 １/２ 

地熱発電設備 １/２ 

バイオマス発電設備 １/２ 

 

   参考：平成２８年度における特例適用の状況 

納税義務者 

税 額（千円） 

１年目 

（H27取得） 

２年目 

（H26取得） 

３年目 

（H25取得） 
合計 

延べ６１ 

（実数４６） 
12,149 14,126 1,816 28,091 

    ② 施行日 公布の日 

 

（４）特例適用利子等又は特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例（附

則第２０条の２関係） 

   ① 内容 

     特例適用利子等又は特例適用配当等を有する者に対し、当該特例適用利

子等の額又は特例適用配当等の額に係る所得を分離課税するもの。 

   ② 施行日 平成２９年１月１日 

 

議案第109号 
南相馬市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関

する条例制定について 

【趣旨】 

地域再生計画に定める地方活力向上地域内において、企業の本社機能等の移転

及び域内企業の本社機能等の拡充に伴う固定資産税について不均一課税制度を創

設するため、新たに条例を制定するもの。 
 

【主な内容】 

１ 制定概要 

（１）地域再生計画について 

   福島県は、安定した良質な雇用の創出を通じて地方への新たな人の流れを生
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み出すことを目的に、県全域を対象とした地域再生計画を策定し、平成２８年

３月１５日付けで内閣府の認定を受けた。 

これにより、企業の本社機能の移転や拡充を行う事業者は、「地方活力向上地

域特定業務施設整備計画」を福島県に申請し、認定を受けることにより優遇措

置を受けることができる。 

   本市においては、市内１０５箇所の地方活力向上地域において、認定を受け

た企業の地方拠点強化に伴う固定資産税に不均一課税制度を創設するものであ

る。 

 

（２）不均一課税について（第２条関係） 

区 分 内  容 

対象事業 

本社機能を有する施設（特定業務施設）を新設又は増設する事業 

・移転型事業：東京２３区から本社機能の移転を行う事業 

・拡充型事業：東京２３区以外から本社機能の移転や地方に本社

がある事業者が本社機能を拡充する事業 

対象資産 
特定業務施設の用に供する新規に取得した償却資産、家屋及びそ

の敷地となる土地 

期 間 認定を受けた日から平成３２年３月３１日まで 

不均一課税

の割合 

区分 １年目 ２年目 ３年目 

移転型 ０ 
100分の0.35 

（通常の1/4の課税） 

100分の0.7 

（通常の 1/２の課税） 

拡充型 ０ 
100分の0.467 

（通常の 1/３の課税） 

100分の0.933 

（通常の２/３の課税） 
 

２ 施行日 公布の日 

 

議案第110号 
南相馬市原子力災害による被災者に対する市税の減免に関する条

例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  原子力災害により代替取得した固定資産の適用要件の延長を図るため、必要な

改正を行うもの。 

 
【主な内容】 

１ 改正概要 

  現在、固定資産の減免の適用要件については、解除後、土地及び中古住宅は３

月、新築住宅は１年以内の取得であるが、建築需要の高まりにより１年以内の完
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成・修繕が困難なケースがあることから、適用要件を延長するもの（第４条関係）。 

固定資産

の種類 

要  件 

改正後 改正前 

家 屋 

解除後、中古住宅及び新築住宅とも

に３年以内の取得 

※居住困難区域は、解除後３月まで

の中古住宅取得（新築住宅は１年）

は地方税法で措置されることから、

解除後３月（新築住宅は１年）を経

過した日の翌日から３年以内の取

得とするもの 

解除後、中古住宅にあっては３月

以内、新築住宅にあっては１年以

内の取得 

住宅用地 

取得した場合３年間住宅用地とみ

なす。 

※居住困難区域は、解除後３月まで

の土地取得は地方税法で措置され

ることから、解除後３月を経過した

日の翌日から３年以内の取得とす

るもの 

解除後、３月以内の取得 

２ 施行日 公布の日 

 

議案第111号 南相馬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

所得税法及び外国人等の国際運輸業に係る所得に対する相互主義による所得税

等の非課税に関する法律の一部改正に伴い、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

 （１）特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例（附則第１８項） 

    市民税で分離課税される特例適用利子等の額を、国民健康保険税の所得割

額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるもの。 

 （２）特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例（附則第１９項） 

    市民税で分離課税される特例適用配当等の額を、国民健康保険税の所得割

額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるもの。 

 

２ 施行日 平成２９年１月１日 
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議案第112号 
南相馬市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

制定について 

【趣旨】 

平成２９年１月４日から開始するコンビニエンスストアでの印鑑登録証明書の

交付に対応するため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  個人番号カードを利用し、コンビニエンスストアが設置している多機能端末機

で、印鑑登録証明書交付を行うため、必要な条文を追加するもの（第８条及び第

１２条の２関係）。 

  ※多機能端末機 

   本市の電子計算機と電気通信回線で接続された民間事業者が設置する端末機

で、利用者自らが必要な操作を行うことにより、証明書を自動的に発行するな

どの機能を有する機械をいう。 

 

２ 施行日 平成２９年１月４日 

 

議案第113号 
南相馬市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例制定について 

【趣旨】 

児童扶養手当法施行令の改正に伴い、条例において引用する同令の項の移動が

生じたため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  助成の対象を規定する条例第３条第３項第４号で引用する児童扶養手当法施行

令の条項が次のように改正された。 

改正後 改正前 

児童扶養手当法施行令第２条の４第２

項及び第８項 

児童扶養手当法施行令第２条の４第２

項及び第５項 

２ 施行日 公布の日 
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議案第114号 南相馬市特定用途建築物の建築に係る手続条例制定について 

【趣旨】 

  地域住民の不安の緩和や解消、市内の快適な生活環境の確保及びより良いまち

づくりを推進し良好な近隣関係の形成並びに復興事業の推進と住民の帰還促進を

図るため、特定用途建築物の建築に先立つ手続に関し、新たに条例を制定するも

の。 

 

【主な内容】 

１ 制度概要 

  特定用途建築物（寄宿舎等）の建築に先立つ手続として、建築主に基本計画書

の提出や建築予定敷地内に建築計画概要を記した標識の設置、市民等への説明会

開催に関する事項を定め、市内の快適な生活環境の確保及び良好な近隣関係の形

成に資することを目的とするもの。 

 

２ 制定内容 

定める項目 条・項 内   容 

目 的 第１条 

特定用途建築物（寄宿舎等をいう。）の建築に先立つ手続を

定めることにより、市内の快適な生活環境の確保及びより良い

まちづくりを推進し良好な近隣関係の形成に資することを目

的とする。 

基本理念 第３条 
 市のまちづくりは、市民等、建築主及び市の相互の信頼、理

解及び協力のもとに協働によって行われなければならない。 

適用範囲 第４条 
 この条例は、市内に建築される特定用途建築物について適用

する。 

市長・市民

等・建築主の

責務 

第５条 

～ 

第７条 

・市長は、基本理念に基づき、快適な生活環境の確保に努めな

ければならない。 

・市民等は、基本理念に対し関心と理解を深めるとともに、積

極的かつ主体的に協力し、良好な生活環境の形成に努めるもの

とする。 

・建築主は、特定用途建築物の建築を行うに当たっては、基本

理念に基づき、快適な生活環境が確保されるよう必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

基本計画書

の提出 
第８条 

・建築主は、特定建築物の建築申請を行う６０日前までに、特

定用途建築物に係る基本計画書を市長に提出しなければなら

ない。 
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・市長は、基本計画書の提出を受けた日の翌日から起算して 14

日間当該基本計画書の写しを縦覧に供するものとする。 

標識の設置 第９条 

 建築主は、基本計画書を提出した日の翌日から起算して７日

以内に建築予定敷地内に建築計画の概要を記載した標識を設

置しなければならない。 

説明会等の

開催等 
第１０条 

・市民等は、建築主が標識を設置したときは、標識設置の日の

翌日から起算して 14日以内に、市長に対し、建築主による説

明会の開催を求めることができる。 

・市長は、説明会開催の申し出を受けたとき、又は市長が自ら

の判断により必要であると認めたときは、建築主に対し、説明

会の開催を求めることができる。 

・建築主は、説明会を開催したときは、説明会を開催した日の

翌日から起算して 14日以内に説明会の内容を記載した報告を

市長に提出しなければならない。 

市との調整 第１１条 
建築主は、市との調整を踏まえて、建築確認申請を行うこと

とする。 

勧告 第１２条 

 市長は、基本計画書を提出しない者、標識を設置しない者、

説明会の開催をしない者等に対し、期間を定めて、その行為を

是正させるための勧告することができる。 

公表 第１３条 
市長は、勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わな

かったときは、その旨及び氏名を公表することができる。 

 

３ 施行日 平成２８年１０月１日 

（適用区分：第８条から第１３条までの規定は、この条例の施行の日の

翌日から起算して３か月を経過した後に建築確認申請を行う建築物の

建築について適用する。） 

 

 

 

議案第115号 南相馬市定住促進住宅条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

公営住宅法施行令の改正に伴い、条例において引用する同令の条項が改正され

たため、必要な改正を行うもの。 
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【主な内容】 

１ 改正概要（第６条関係） 

改正後 改正前 

（入居者の資格） 

第６条 定住促進住宅に入居することが

できる者は、次に掲げる条件を具備す

る者でなければならない。ただし、市

長が特に入居させる必要があると認め

た場合は、この限りでない。 

（１）【略】 

（２）その者の収入が、市営住宅条例第

６条第１項第２号に規定する金額を

超えないこと。 

（入居者の資格） 

第６条 定住促進住宅に入居すること

ができる者は、次に掲げる条件を具備

する者でなければならない。ただし、

市長が特に入居させる必要があると

認めた場合は、この限りでない。 

（１）【略】 

（２）その者の収入が、令第６条第５項

第１号に規定する金額を超えない

こと。 

２ 施行日 公布の日 

 

議案第116号 南相馬市牛島パークゴルフ場条例を廃止する条例制定について 

【趣旨】 

東日本大震災の津波被害により流失した牛島パークゴルフ場を廃止するため、

条例を廃止するもの（施行日 公布の日）。 

 

議案第117号 
南相馬市消防団設置等に関する条例の一部を改正する条例制定に

ついて 

【趣旨】 

地域防災力の充実強化を図るため、従来の消防団員に加えて、退職消防団員等

による機能別団員を新たに設置するため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

   社会環境の変化に加えて、東日本大震災による避難などにより地域に必要な

消防団員の減少と消防団員の確保に苦慮している。 

   国は、平成１７年１月に通知した「消防団員の活動環境の整備について」に

おいて、機能別団員（特定の活動にのみ参加する団員）の導入を推進しており、

本市においても消防団員の確保を図るため、機能別団員を導入するものである。 

 【参考：団員数：平成18年 1,356人 ⇒ 平成28年4月 1,142人（214人減）】 
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≪機能別団員について（第５条、第６条及び別表第２関係≫ 

項 目 内 容 

定 員 
団員及び機能別団員１，００４人 

（うち機能別団員は１００人） 

入団資格 元消防団員としての経験が３年以上ある者又は消防団長が認めた者 

退 職 定年 ７０歳 

任 期 原則２年（再任を妨げない） 

報 酬 年額 １０，０００円 

活動内容 

・夜警等防火広報活動 

・初期消火活動及び後方支援活動 

・災害時における消防団活動 など 

２ 施行日 公布の日 

 

議案第118号 南相馬市立図書館条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

南相馬市埴谷・島尾記念文学資料館条例を制定すること及び図書館利用者の責

務に関する規定を追加するため、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正概要 

 ① 南相馬市埴谷・島尾記念文学資料館条例の制定に伴い、これまで南相馬市立

図書館条例に位置付けていた当該文学資料館を削るもの。（第２条関係） 

 ② 大震災以降、市立図書館での利用者の迷惑行為や秩序を乱す行為が多発して

いることから、利用者の責務等に関する規定を条例に加えるもの。（第６条関係） 

 

２ 施行日 平成２８年１０月１日 
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議案第119号 南相馬市埴谷・島尾記念文学資料館条例制定について 

【趣旨】 

南相馬市埴谷・島尾記念文学資料館の設置及び管理に関する事項を定めるため、

新たに条例を制定するもの。 

 

【主な内容】 

１ 制定内容 

定める項目 条・項 内   容 

名称・位置 第２条 
名称 南相馬市埴谷・島尾記念文学資料館 

位置 南相馬市小高区本町二丁目８９番地の１ 

事業 第４条 

・市ゆかりの文学作品及び文学者などに関する資料の収集、保

管及び展示に関すること。 

・市ゆかりの文学作品及び文学者などに関する講演会、講座及

び企画展に関すること。 

・文学資料等に関する調査及び研究に関すること。 

入館の制限 第６条 

教育委員会は、入館しようとする者又は入館している者が次の

いずれかに該当すると認められるときは、入館を拒否し、又は

退館を命ずることができる。 

・公の秩序を乱し、又は他人に迷惑を及ぼすおそれがあるとき。 

・施設、設備器具、資料等を毀損し、又は滅失するおそれがあ

るとき。 

・その他管理上支障があるとき 

損害賠償 第７条 

文学資料館に入館した者は、故意又は過失により施設等を毀損

し、又は滅失したときは、それによって生じた損害額を市に賠

償し、又はこれを原状に回復しなければならない。ただし、教

育委員会が特別な事情があると認めるときは、この限りでない。 

２ 施行日 平成２８年１０月１日 
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議案第120号 南相馬市スポーツ施設条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

地方自治法第２４４条第１項の規定に基づき公の施設として新たに南相馬市パ

ークゴルフ場を設置するため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  平成２７年１１月から整備をしているパークゴルフ場について、平成２８年１

０月１５日の供用開始に向け、条例に施設名称、位置、開場時間及び利用料金を

加えるもの（別表第１、別表第２及び別表第３関係）。 

 

（１）施設名称等 

施設名称：南相馬市パークゴルフ場 

位  置：南相馬市鹿島区川子字大２番地 

開場時間： ４月１日から９月３０日まで 午前９時から午後５時まで 

     １０月１日から３月３１日まで 午前９時から午後４時まで 

 

（２）利用料金 

区  分 利用料金 

個人利用 

（１回券） 

大人 １回 ５００円 

高校生以下 １回 ２５０円 

個人利用 

（回数券） 

大人 １２回 ５，０００円 

高校生以下 １２回 ２，５００円 

 

２ 関係条例の改正 

  南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関する

条例に「南相馬市パークゴルフ場」を加えるための一部改正（別表関係） 

 

３ 施行日 平成２８年１０月１５日 

      （指定管理の指定のための必要な行為等については公布の日） 
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≪決算関係≫  

議案第121号 

 

議案第122号 

 

 

議案第123号 

 

議案第124号 

 

 

議案第125号 

 

 

議案第126号 

 

 

議案第127号 

 

 

議案第128号 

 

 

議案第129号 

 

 

議案第130号 

 

 

議案第131号 

 

 

議案第132号 

 

 

議案第133号 

 

 

議案第134号 

 

議案第135号 

 

 

平成２７年度南相馬市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

平成２７年度南相馬市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２７年度南相馬市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

平成２７年度南相馬市育英資金貸付特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２７年度南相馬市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２７年度南相馬市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

平成２７年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計歳

入歳出決算認定について 

 

平成２７年度南相馬市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

平成２７年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

 

平成２７年度南相馬市太田財産区特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

平成２７年度南相馬市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

平成２７年度南相馬市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２７年度南相馬市水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び

決算認定について 

 

平成２７年度南相馬市病院事業会計決算認定について 

 

平成２７年度南相馬市工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処

分及び決算認定について 
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議案第136号 

 

平成２７年度南相馬市下水道事業会計決算認定について 

 

≪補正予算関係≫  

議案第137号 

 

議案第138号 

 

議案第139号 

 

議案第140号 

 

 

議案第141号 

 

議案第142号 

 

議案第143号 

 

議案第144号 

 

議案第145号 

 

議案第146号 

 

平成２８年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市簡易水道事業特別会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市農業集落排水事業特別会計補正予算につい

て 

 

平成２８年度南相馬市工場用地等整備事業特別補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市宅地造成事業特別会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市病院事業会計補正予算について 

 

平成２８年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 
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≪その他≫ 

議案第147号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

平成２７年第２回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 
契 約 の 目 的 南相馬市復興工業団地（渋佐・萱浜）事業第１期造成工事 

施 工 場 所 南相馬市原町区渋佐・萱浜地内 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区錦町一丁目１番地 

関場・石川特定建設工事共同企業体 

契

約

金

額 

変 更 前 ３，７１９，５２０，０００円 

変 更 後 ４，４９６，６０９，１６０円 

増額する額 ７７７，０８９，１６０円  

 

○主な変更内容 

内  容 

盛土資材である浚渫土の供給量の減（下太田工業団地からの採取土量は若干

増）に伴い、代替資材（購入土）調達に要する費用が増加するもの。 

変更前 変更後 

浚渫土（原町火力発電所） ▲３４．２万㎥ 
購入土 ２９.９万㎥ 

採取土（下太田工業団地） ４.３万㎥ 
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議案第148号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

平成２７年第４回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 
契 約 の 目 的 市営陣ヶ崎公園墓地整備事業公園整備工事 

施 工 場 所 南相馬市原町区上太田字陣ヶ崎地内 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区橋本町一丁目５９番地 
滝建設工業株式会社 

契

約

金

額 

変 更 前 ３３８，０４０，０００円 

変 更 後 ３５３，５６７，１６０円 

増額する額 １５，５２７，１６０円  

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

 
チップ処理工

の変更 

・造成に支障となる樹木等について、当初、伐期齢期にあ

る木材については、伐採後の原木等を木材業者が買取する

計画であったが、買取困難のものが多かったため、チップ

処理にて対応するもの。 

 ＜当初＞        ＜変更後＞ 

  ５７５．４㎥      １,２２９．２㎥       
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議案第149号 工事請負契約の締結について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 南相馬市テニスコート増設土木工事 
施 工 場 所 南相馬市原町区下高平字堂場地内 
契 約 の 金 額  ３５４，２４０，０００円 

工 期 契約締結日から平成３０年３月２日まで 

契 約 の 方 法 制限付き一般競争入札 

契約の相手方 
南相馬市原町区東町三丁目４１番地 
東北建設株式会社 

 

議案第150号 工事請負契約の締結について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 
社会資本整備総合交付金事業（復興）道路改良（１－７号線）

工事 
施 工 場 所 南相馬市鹿島区北海老字釜舟戸西地内外 
契 約 の 金 額  ３１６，４４０，０００円 

工 期 契約締結日から平成２９年３月３１日まで 

契 約 の 方 法 制限付き一般競争入札 

契約の相手方 
南相馬市原町区青葉町一丁目１番地 
庄司建設工業株式会社 
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議案第151号 財産の取得について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

取 得 の 目 的 防災集団移転促進事業移転促進区域（上渋佐地区） 

取得する土地の表

示 

所在地など 

南相馬市原町区上渋佐字南谷地４２

など計８筆 

明細は別紙１のとおり 

Ｐ２５ 

合 計 ５，６０８．９７㎡ 

取 得 予 定 価 格 ２４，４５３，９８５円 

取 得 の 方 法 随意契約 

取 得 の 相 手 方 
 
 

 

【進捗状況】筆数ベース（２０km圏外）         （８月３１日現在） 

区 分 対象筆数 契約完了筆数 割合 

鹿 島 区 ２，１８４ ２，０８６ ９５．５％ 
原 町 区 ２，４６３ ２，２９１ ９３．０％ 
合 計 ４，６４７ ４，３７７ ９４．２％ 

 
 【進捗状況】筆数ベース（２０km圏内）        （８月３１日現在） 

区 分 対象筆数 契約完了筆数 割合 

原 町 区 ６６２ ５６９ ８６．０％ 
小 高 区 １，７９６ １，４３９ ８０．１％ 
合 計 ２，４５８ ２，００８ ８１．７％ 

   ※今後、相続など共有持ち分により対象筆数が増減する。 
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議案第152号 財産の取得について 

【趣旨】 
議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定

により議会の議決を求めるもの。 
 

取 得 の 目 的 被災地域農業復興総合支援事業農業用機械購入 

取得する動産及び

数量 

トラクタ―ほか４５台 

（購入品明細書は別紙２のとおりＰ２６～Ｐ２９） 

取 得 金 額 ９７，０８１，２００円 

取 得 の 方 法 指名競争入札による買入れ 

取 得 の 相 手 方 
南相馬市原町区高見町一丁目１２３番地の３ 
株式会社南東北クボタ 原町営業所 

 

≪報告≫ 

報告第１２号 平成２７年度南相馬市一般会計継続費精算の報告について 

【趣旨】 

平成２７年度において継続年度が終了した継続費について精算したので、地方

自治法施行令第１４５条第２項の規定により報告するもの。 
 

【主な内容】 

 １．継続費の概要（１３事業） 

事 業 名 
事業

年度 
年割額 支出済額 

年割額と支出

済額の差 
公共施設再生可能

エネルギー等導入

事業 

２６ 
～ 
２７ 

 

567,887,000円 499,821,244円 

 

68,065,756円 

水産業共同利用施

設復興整備事業 

２６ 
～ 
２７ 

 

931,312,000円 893,446,040円 

 

37,865,960円 
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事 業 名 
事業

年度 
年割額 支出済額 

年割額と支出

済額の差 

(仮称)大町第三災
害公営住宅整備事

業 

２４ 
～ 
２７ 

 

1,126,100,000円 1,097,653,970円 

 

28,446,030円 

(仮称)原町区内集
合災害公営住宅整

備事業 

２５ 
～ 
２７ 

 

1,162,311,000円 1,157,545,778円 

 

4,765,222円 

(仮称)原町区内戸
建災害公営住宅整

備事業 

２５ 
～ 
２７ 

 

1,138,126,000円 1,038,875,703円 

 

99,250,297円 

(仮称)万ヶ迫災害
公営住宅整備事業 

２５ 
～ 
２７ 

 

38,059,000円 34,457,430円 

 

3,601,570円 

(仮称)小高東町災
害公営住宅整備事

業 

２５ 
～ 
２７ 

 

721,755,000円 680,968,348円 

 

40,786,652円 

(仮称)小高区内集
合災害公営住宅整

備事業 

２５ 
～ 
２７ 

 

662,743,000円 545,354,286円 

 

117,388,714円 

 (仮称)西川原第二
災害公営住宅整備

事業 

２５ 
～ 
２７ 

 

947,000,000円 936,738,964円 

 

10,261,036円 

原町第三小学校校

舎耐震改修事業

（原町区） 

２５ 
～ 
２７ 

 

705,055,000円 704,538,158円 

 

516,842円 

大甕小学校校舎耐

震改修事業（原町

区） 

２５ 
～ 
２７ 

 

381,688,000円 381,558,161円 

 

129,839円 

太田小学校校舎耐

震改修事業（原町

区） 

２５ 
～ 
２７ 

 

393,776,000円 393,688,849円 

 

87,151円 

石神第二小学校校

舎耐震改修事業

（原町区） 

２５ 
～ 
２７ 

 

658,214,000円 658,161,864円 

 

52,136円 
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報告第１３号 
平成２７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不

足比率の報告について 

【趣旨】 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の

規定により、監査委員の意見を付し、報告するもの。 

【主な内容】 
１ 健全化判断比率                      （単位：％） 

区 分 平成２７年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － １２．５５ ２０．００ 
連 結 実 質 赤 字 比 率 － １７．５５ ３０．００ 
実 質 公 債 費 比 率 １２．３  ２５．０ ３５．０ 
将 来 負 担 比 率 － ３５０．０  
※ 実質赤字額及び連結実質赤字額は生じておらず、実質赤字比率及び連結実

質赤字比率を「－」と表記 
※ 一般会計等が負担する将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源

が上回っており、将来負担比率を「－」と表記 
２ 資金不足比率                       （単位：％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

会 計 名 資金不足比率 備  考 

南相馬市水道事業会計 － 

地方公共団体の財政の健全化

に関する法律施行令（以下「令」

という。）第１７条第１号の規

定により事業の規模を算定 
南相馬市工業用水道事業会計 － 〃 
南相馬市病院事業会計 － 〃 
南相馬市下水道事業会計 － 〃 

南相馬市簡易水道事業特別会計  － 令第１７条第３号の規定によ

り事業の規模を算定 
南相馬市農業集落排水事業特別会計  － 〃 
南相馬市工場用地等整備事業特別会計  － 〃 
南相馬市宅地造成事業特別会計 ― 〃 
※いずれの会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率を「－」と表記 
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≪健全化判断比率等について≫ 

１ 健全化判断比率等の対象 

地

方

公

共

団

体 

一般会計 
一般会計等 

 

特別会計 

公営事業 

会計 

 
 

 

うち 

公営企業 

会計 

 資
金
不
足
比
率 

  

一部事務組合・広域連合  

 

地方公社・第三セクター等  

 

２ 算式 

実質赤字比率  ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 
 

連結実質赤字比率＝ 
連結実質赤字額 
標準財政規模 

 
 
実質公債費比率 ＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 
 
将来負担比率  ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債 
      現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

資金不足比率  ＝ 
資金の不足額 
事業の規模 

 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

※公営企業会計 
 ごとに算定 
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報告第１４号 専決処分の報告について 

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告するもの。 
 
【専決第16号 損害賠償の額の決定及び和解について 平成２８年７月２０日専決】 

１ 損害を賠償し和解する相手方の住所及び氏名 

 
２ 損害賠償の額 

    １９，４００円 
     うち保険等により補てんされる額 １９，４００円 
     市が自ら負担する額            ０円 
３ 損害賠償の理由及び和解の内容 

   平成２８年５月１６日午前１１時４０分頃､川俣町鶴沢地内の国道１１４号

線において、公用車が福島市方面に走行中、相手方車両が公用車に気づかずに、

当該地内の店舗駐車場から国道１１４号に進入した際、相手方車両の左前方部が

公用車の左後方部に接触したもの。（過失割合 相手方８：市２） 
損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申

立て、請求、訴訟等は行わないことで和解する。 
 
【専決第17号 損害賠償の額の決定及び和解について 平成２８年８月４日専決】 

１ 損害を賠償し和解する相手方の住所及び氏名 

 

２ 損害賠償の額 

   ７９５，３５５円 
     うち保険等により補てんされる額 ７９５，３５５円 
     市が自ら負担する額             ０円 
３ 損害賠償の理由及び和解の内容 

   平成２８年５月１７日午後３時３０分頃､原町区上北高平字東高松地内のク

リーン原町センター構内通路において、廃棄物運搬中のショベルローダーのバケ

ット部分が、相手方車両の右後方部に衝突し、損害を与えたもの。 
損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申

立て、請求、訴訟等は行わないことで和解する。 
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【専決第18号 工事請負変更契約の締結について 平成２８年８月９日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２７年第６回南相馬市議会臨時会で議決を経た工事請負契約について、

契約内容の一部に変更が生じたため、平成２８年８月９日付けで専決処分した

もの。 

２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 南相馬市パークゴルフ場土木工事 

施 工 場 所 南相馬市鹿島区川子字大地内 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区錦町一丁目１番地 
関場建設株式会社 

契

約

金

額 

変 更 前 ４８９，２４０，０００円 

変 更 後 ４９６，５８２，９２０円 

増額する額 ７，３４２，９２０円  

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

 付帯工の変更 

・害獣よけ金網柵（Ｌ＝６００ｍ）設置 

・敷地造成に伴う伐採材から発生したチップ材を関係機

関協議の結果、コース内の一部の余剰地へ敷均し（Ｖ＝

６４０㎥） 

 
【専決第19号 損害賠償の額の決定について    平成２８年８月２３日専決】 

１ 損害を賠償する相手方の住所及び氏名 

 
２ 損害賠償の額 

    ２０，０００円 
     うち保険等により補てんされる額      ０円 
     市が自ら負担する額       ２０，０００円 
３ 損害賠償の理由 

   平成２８年５月２７日午後４時頃､小高区小高字金谷前地内の小高保健福祉

センター駐車場において、相手方から公用車として借りている自動車のリアバン

パー右下部分にへこみを確認。車両の修理が必要となったことから貸渡約款に基

づき、相手方がレンタカーを利用できないことによる損害（営業補償）を賠償す

るもの。 
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 別紙１ 

議案第１５１号 財産の取得について 

防災集団移転促進事業移転促進区域（上渋佐地区）取得明細書 

番号 所在地 地目 面積(㎡) 

1 南相馬市原町区上渋佐字南谷地４２番 宅地 782.59 

2 南相馬市原町区上渋佐字南谷地５１番 畑 644 

3 南相馬市原町区上渋佐字南谷地５２番 宅地 674.38 

4 南相馬市原町区上渋佐字南谷地５３番 宅見 469 

5 南相馬市原町区上渋佐字南谷地５４番 畑 961 

6 南相馬市原町区上渋佐字南谷地１８３番１ 畑 400 

７ 南相馬市原町区上渋佐字南谷地１８３番２ 畑 1,621 

8 南相馬市原町区上渋佐字南谷地１８４番 畑 57 

合計(㎡) 5,608.97 
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別紙２-１ 

議案第１５２号 財産の取得について 
被災地域農業復興総合支援事業農業用機械購入明細書総括 

用 途 機 種 名 件数 

トラクター トラクター 3 

耕土改良・造成用機械 

（アタッチメント） 

サブソイラー、レーザーレベラー 

ケンブリッジローラー 
7 

耕うん用機械 

（アタッチメント） 
格子型プラウ、ロータリー 6 

砕土整地用機械 

（アタッチメント） 

代かきハロー、鎮圧ローラー、スタブルカルチ 

あぜ塗機、パワーハロー、バーチカルハロー 
19 

施肥・播種用機械、関連機器 

（アタッチメント） 

ブロードキャスター、マニュアスプレッダー 

播種機、直播機 
6 

移植・育苗用機械と関連機器 田植機、湛水直播用粉衣・調整関連機器 3 

栽培管理用機械 カルチベーター 1 

合 計 45 
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別紙２-２ 

議案第１５２号 財産の取得について 
被災地域農業復興総合支援事業農業用機械購入明細書 

機種名 型式等 数量 

トラクター ヤンマー株式会社 ＹＴ４７０ＹＵＱＷ１ 1 

トラクター 株式会社クボタ 
ＳＬ５４ＨＣＱＭＡＮＤ

ＷＴＰ 
1 

トラクター 株式会社クボタ ＳＬ５４ＨＣＱＭＡＮＰ 1 

サブソイラー（アタッチメン

ト） 
スガノ農機株式会社 ６Ｓ３Ｃ 1 

レーザーレベラー（アタッチ

メント） 
スガノ農機株式会社 ＬＴ４１０－ＳＬ２ 1 

レーザーレベラー（アタッチ

メント） 
スガノ農機株式会社 ＬＬ４０００ 2 

レーザーレベラー（アタッチ

メント） 
スガノ農機株式会社 ＬＴ３２０ＳＬ２ 1 

レーザーレベラー（アタッチ

メント） 
スガノ農機株式会社 ＬＬ３０００ 1 

ケンブリッジローラー（アタ

ッチメント） 
株式会社ビコン ＫＩＯＳ４５ 1 

格子型プラウ（アタッチメン

ト） 
スガノ農機株式会社 ＣＲＬＡ１４３ 2 

ロータリー（アタッチメント） 小橋工業株式会社 ＦＴＥ２００Ｔ－４Ｌ 1 

ロータリー（アタッチメント） 松山株式会社 ＳＸＲ２０１０－４Ｓ 1 

ロータリー（アタッチメント） 松山株式会社 ＳＸＬ２４１１Ｈ－４Ｌ 1 
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機種名 型式等 数量 

ロータリー（アタッチメント）

大豆播種機付 
松山株式会社 ＴＢＡ２４００Ｃ－４Ｌ 1 

代かきハロー（アタッチメン

ト） 
松山株式会社 ＷＲＳ３４１０Ｎ－ＯＳ 1 

代かきハロー（アタッチメン

ト） 
松山株式会社 ＷＲＤ４１１０Ｎ－ＯＬ 2 

代かきハロー（アタッチメン

ト） 
小橋工業株式会社 ＴＸＶ４４０Ｔ－４Ｌ 1 

代かきハロー（アタッチメン

ト） 
小橋工業株式会社 ＴＸＺ５００Ｔ－４Ｌ 1 

鎮圧ローラー（アタッチメン

ト） 

日本ニューホランド 

株式会社 

ＣＯＭＰＡＣＴＣＬＡＳ

ＳＩＣ４５０－５０ 
2 

スタブルカルチ（アタッチメ

ント） 
スガノ農機株式会社 ＳＣ６ＰＹＬ 1 

スタブルカルチ（アタッチメ

ント） 
スガノ農機株式会社 ＳＣ８ＰＳＬ 1 

あぜ塗り機（アタッチメント） 小橋工業株式会社 ＸＲＭ７７１Ｔ－ＯＬ 1 

あぜ塗り機（アタッチメント） 小橋工業株式会社 ＸＲＭ７７１Ｔ－ＯＳ 2 

あぜ塗り機（アタッチメント） 小橋工業株式会社 ＸＲＶ８７１Ｔ－４Ｌ 2 

あぜ塗り機（アタッチメント） 松山株式会社 
ＬＺＲ３５２ＮＪＣ－Ｏ

Ｌ 
1 

パワーハロー（アタッチメン

ト） 

日本ニューホランド 

株式会社 
ＨＦＴ２５２ＤＰＣＬ 1 

バーチカルハロー（アタッチ

メント） 
スガノ農機株式会社 ＢＥ２３０ＳＰ 3 
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機種名 型式等 数量 

ブロードキャスター（アタッ

チメント） 
株式会社ＩＨＩスター ＭＢＣ６０１ＰＹ 1 

マニュアスプレッダー 株式会社ＩＨＩスター ＪＭＳ１８８０ 1 

播種機（アタッチメント） スガノ農機株式会社 ＡＲＩＺ２５１６Ｓ 1 

播種機（アタッチメント） 
日本ニューホランド 

株式会社 
ＥＬＩＮＥ２５０ＳＤ 2 

直播機（アタッチメント） 株式会社クボタ ＮＤＳ－８０Ｆ 1 

田植機 株式会社クボタ ＥＰ８Ｄ－Ｆ－ＧＳ 2 

湛水直播用粉衣・調整関連機

器 
株式会社クボタ 

自動コーティングマシー

ンＴＣ４０ 
1 

カルチベーター（アタッチメ

ント） 
日農機製工株式会社 ＮＭＫ－５ 1 

 


